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１．サーキュラーエコノミーへの課題 

サーキュラーエコノミーは、さまざまな資源制約や環境制約に対応しつつ、ウェルビーイングを向上させ、経

済成長や地方創生を目指すために、循環に経済性を持たせることで、新たな価値を創出する経済政策で

ある。総論賛成が得やすい概念であり注目も集めているが、その実現には多くの課題があり、日本において

も思うように進んではいない。 

課題の一つとして挙げられるのは、リサイクルへの偏重である。日本では 2000 年当初より、適正処理や

最終処分場の逼迫への対応として、製品ごとに精密に設計されたリサイクル法が整備され、廃棄物行政に

おいて重要な役割を果たしてきた。その結果、リニアエコノミーにおける優れた製品づくりと、それが使用済み

になった後の可能な限りのリサイクルというイメージが強く、このビジネスモデルからの新たな革新が起こりにくい

状況が生まれている。リサイクルはサーキュラーエコノミーの概念図における最も外側の資源循環ループであ

り、製品が最終的に必ず到達するプロセスであるため、サーキュラーエコノミーにとってなくてはならない重要な

存在である。しかし同時に、リサイクルは回収と分離に最もエネルギーとコストを要する資源循環ループでも

ある。したがって、サーキュラーエコノミーの実現には、このリサイクル資源循環ループをいかに省エネルギーか

つ省コストにするかの工夫を続けるとともに、リサイクルに必要なエネルギーとコストを他の資源循環ループで

どのように補い、分配するかという考え方が重要である。 

すなわち、循環に経済性をもたせるためには、メンテナンスやシェアリングを含む、可能な限り内側に位置

する資源循環ループを創成することが必要である。UNEP のレポートなどでは、自動車や住宅を例に、シェ

アリングによる稼働率向上や小型化、物質代替といった資源循環戦略によって内側の資源循環ループを

創成することで、カーボンニュートラルとサーキュラーエコノミーが相補的に実現可能であることが報告されてい

る 1)。しかし、それを実現するには、これまでの売り切り型のビジネスモデルからの変容や、消費者行動の変

容が必要であり、なかなか思うようには進んでいない。さらに内側の資源循環ループを創成するためには、製

造と処理との融合や連携が重要となるが、これも思うように進んでいないのが現状である。 
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多重の資源循環ループの新たな創成が進まないもう 1 つの理由として、サーキュラーエコノミーの概念や

目標の複雑さが挙げられる。サーキュラーエコノミーは経済、環境、社会の調和を目指す広い概念であり、

カーボンニュートラルもネイチャーポジティブをも包含する。そのため、GHG 削減のようなわかりやすい数値目

標を立てるのが難しい。また、サプライチェーン全体で協力し、エネルギーとコストを分配しながら全体最適を

目指さなければならない概念であるにもかかわらず、その目標値を設定し共有することが困難であることも、

進展が思うように進まない大きな理由の一つである。 

図 1 はサーキュラーエコノミーの目標値の 1 つとなり得る資源効率の概念を示したものである。このよう

に、資源効率 1 つをとっても、これまで日本のモノづくりが大切にしてきた省エネルギー，省コスト，省資源

に長寿命で高機能な製品を、集約化，小型化、多機能化して製造するという概念が既に含まれているこ

とがわかる。したがって、目標値を適切に設定してアピールすることができれば、サーキュラーエコノミーの概念

そのものは、そもそも日本のモノづくりに強みのある概念ではないかと筆者は考えている。しかし近年、これら

の概念に新たに急速に追加されているのが「再生材利用」である。概念先行型の EU ではその動きが速

い。2023 年施行のバッテリー規則はその一例であり、製品製造時に再生材の一定割合の使用を義務化

し、さらにバッテリー内のカーボンフットプリント表示や、リチウムやコバルトなど特定素材のリサイクル率引き上

げも求められている。また、ELV（End-of-Life Vehicles）指令の見直しも進められており、2030 年ま

でに自動車製造に使用されるプラスチックのうち 25％をリサイクル材とすることが提案されている。図 1 に示

した資源効率の高いモノづくりが高純度な素材に支えられてきたことを鑑みると、再生材もまた、単なるリサ

イクルではなく、高純度な「リソーシング」となるように、使用済み製品から高純度な再生材を生み出す産業

の醸成が急務であると考えられる。 

 

図 1 サーキュラーエコノミーの目標値「資源効率」の概念 2) 
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２．リソーシングの重要性 

使用済み製品から再生材を得るための分離技術を考えると、最終的にはサーキュラーエコノミーの概念と

同じような図式となる。これまでは、大量回収した材料を低コストで分離し、その中から経済的に採算の合

うものだけを、バージン材と同様の化学・素材プロセスによって再利用する、グレーの矢印で示されるリサイク

ルのための分離技術が主流だった。この既存の分離技術では、物理的分離技術は前処理として位置づけ

られ、低コストで低環境負荷ながら、精度は低い。一方、化学的分離技術は原子や分子レベルで分離し

て高精度な再生材を得るが、高エネルギーを要し、高コストであり、環境負荷も高い。今後、樹脂を含むリ

ソーシング技術を確立するためには、これらの資源循環ループの高度化が求められる。物理的分離技術で

は粉体プロセッシングを活用して精度を高めること、化学的分離技術では異材界面だけを選択的に溶解

するような低エネルギー・低環境負荷の技術を確立することが必要であると考えられる。 

 

図 2 リソーシングのための分離技術 3) 

 

リソーシングを促進するためには、より内側の資源循環ループを創成する必要があり、そのためには製品自

体を易解体設計にすることが重要となる。これまでは、分離技術として機械的な破砕や人手による解体程

度しか存在せず、機械的破砕を前提とした易解体設計はほとんど現実的ではなかった。その結果、人手解

体を想定したネジの本数を減らす、ネジの方向を統一する、といった限られた範囲での易解体設計が行わ

れてきた。これらの易解体設計はすでに製品設計に取り入れられているが、今後、上述の通り異材界面の

みを選択的に分離する技術が開発されれば、ドライバーの代わりにそれらの外部刺激ツールを活用したロボ
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ットを開発することも可能となる。その結果、易解体設計の概念が大きく拡張され、解体プロセスの効率化

と精度向上が期待される。 

従来の機械的破砕法に代わる異材界面の選択的分離方法としては、電気パルス、誘導加熱、誘電加

熱、レーザーなどが挙げられる。これらは、それぞれの物性の違いに応じて選択的に加熱や反応を促すことが

可能であり、選択性が異なるため、対象物に応じて適切な手法を選択することで、その特性を最大限に活

用できる。 

３．電気パルス法による精緻解体の開発事例 

水中で電気パルスを印加すると、瞬時に水が絶縁破壊を起こし、大きな衝撃波が発生する。この衝撃波

を活用した集合粉砕法は、難処理鉱物、コンクリート、使用済み電子機器の処理に応用されており、スイ

スの Selfrag 社やドイツの ImpulseTec 社が商用装置を開発している。電気パルスによる分離技術は、

マイクロ秒程度の短いパルスを利用することで消費電力が低く、エネルギー効率が高いという特長を持つ。 

筆者らは、この電気パルス法をさらに改良し、分離対象内部の放電経路や分離現象を精密に制御する

ことで、異材界面を選択的かつ精密に分離する技術の開発を進めている。たとえば、リチウムイオン電池の

分離では、集電箔と活物質層の接着界面に瞬時にジュール熱を発生させると同時に、熱応力や衝撃力と

いった機械的力を付与することで、水中だけでなく気中でも集電箔と活物質粒子の高精度な分離を実現

している 4)。この方法により、薬剤や加熱を用いることなく、化学的変化を抑えたまま活物質粒子を分離す

ることが可能であり、ダイレクトリサイクルへの応用が期待される。電気パルス法を活用したダイレクトリサイク

ルが実現すれば、GHG 削減と資源効率向上の両面で優れた効果をもたらすことが、ライフサイクルアセスメ

ントによっても確認されている。 

筆者らはさらに、高強度かつ軽量という特性から、自動車のみならず航空機や風力発電など幅広い分野

で利用されている炭素繊維強化プラスチック（CFRP）に対しても、電気パルス法による解体を試みてい

る。CFRP のリサイクル法としては破砕法や加熱法が検討されているが、そのリサイクルは一般に困難であ

り、資源循環型社会の実現に向けた重要な課題である。筆者らは、電気パルス直接放電法を用いて、

CFRP から炭素繊維を効率的かつ高純度に回収する新技術を開発している 5)。この手法は、従来の電

気パルス水中破砕法と比較して、ジュール熱の発生と絶縁破壊による樹脂の気化および膨張力を活用す

ることで、炭素繊維の長さや強度をほぼ維持したまま回収可能であることを示した。さらに、新規法はエネル

ギー効率が従来電気パルス法の約 10 倍に達することも確認された。この技術は、CFRP から炭素繊維を

分離するだけでなく、CFRP と鋼板の分離や CFRP の層間剥離にも適用可能であり、幅広いリサイクル用

途に対応できる可能性を示している。 

以上のように、電気パルス法では、対象物内部に金属の細線や箔などジュール熱や熱応力を発生させる

導電経路が存在する場合、それを起点として高効率に分離を実現できることが示されている。しかし、一般
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的な製品には必ずしもそのような適切な導電経路が備わっているとは限らない。そこで筆者らは、幅広い製

品に対して電気パルス法による精緻解体を可能にするため、導電性ナノ粒子を分散させた易解体接着材

の開発に取り組んでいる。ナノ粒子を採用した理由は、接着強度を低下させないためである。しかし、実際

にどのようなナノ粒子の凝集分散構造を接着材内部に構築すれば、電気パルスの印加時に沿面放電を

抑制しつつ、安定的かつ効果的な導電経路が形成され、分離が可能となるのかについては、未解明の部

分が多い。これに対し、筆者らは基礎研究を重ね、接着材内部におけるナノ粒子の挙動や導電経路形成

のメカニズムを解明することで、電気パルス法のさらなる高効率化と応用拡大を目指している。 
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